
一時滞在施設への帰宅困難者の受入に関する協定 

 

千葉市（以下「甲」という。）と株式会社 JPF（以下「乙」という。）は、乙の所有する施

設（千葉 JPF ドーム）への帰宅困難者の一時的な受入について、次のとおり協定を締結す

る。 

 

（目的） 

第 1 条 この協定は大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙が行う

協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第 2 条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停止し、 

  当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅することが困難な者をいう。 

（２）一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 

（３）乙の所有する施設 千葉市中央区弁天４丁目１－１に所在する千葉 JPF ドームの施

設内の以下に掲げる区画 

  ・３階および４階の観客席部分 

  

（一時滞在施設の提供と公表） 

第 3条 乙は、甲の要請に応じ、乙の管理する施設について、一時滞在施設として提供する

ことに合意する。 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、乙の同意を

得て公表することができるものとする。 

 

（開設の要請） 

第 4条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して、一

時滞在施設として開設し、運営することを要請するものとする。 

 

（帰宅困難者の受入） 

第 5条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設への帰

宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に連絡するもの

とする。 

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するものとする。 

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れること



ができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとする。 

４ 受入期間は、原則として３日間とするが、都度甲乙協議の上、定めるものとする。 

 

（支援内容） 

第 6 条 乙が一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合には、次に掲げる事項の全部又

は一部を行うものとする。 

（１）帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施設として 

開設し、運営すること。 

（２）甲が用意する飲料水、食料、毛布等の備蓄品を、帰宅困難者に提供すること。 

（３）トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 

（４）帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 

（５）帰宅困難者に対する情報提供を行うこと。 

（６）前各号に関して必要な人員を確保すること。 

（７）その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 

（施設の運営） 

第 7条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の確保及び運

営のガイドライン（首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議）」に沿って、運営を行

うものとする。 

 

（受入の解除） 

第 8条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者の退去

を求めることができるものとする。 

（１）甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなったと判断し、

乙に連絡した場合 

（２）乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電することとなり、乙が、一

時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して了承された場合 

（３）乙が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設としての安全を確保でき

ないと判断し、甲に連絡して了承された場合 

（４）その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると認めた場 

 合 

 

（費用負担） 

第 9 条 乙は第 6 条に基づき実施した帰宅困難者の支援に要した費用について、甲に報告

するものとする。 

２ 甲は、前項の費用について、甲乙協議の上、乙に支払うものとする。 



（損害） 

第 10条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い甲に承諾され

た場合において、乙又は乙が受け入れた帰宅困難者に損害が発生したとき、又は発生する

おそれがあるときは、甲乙協議の上対応を検討するものとする。 

２ 乙が受け入れた帰宅困難者が、乙の施設・備品等に損害を与えた場合の復旧に係る費用

については、乙は損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損害を

与えた者が特定できない場合は、原則として甲が負担するものとする。 

 

（訓練） 

第 11条 乙は、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開設に必要な手順や体制の確認に

努めるものとする。 

 

（支援） 

第 12 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、物資の配備、

訓練の実施等を行う場合において、支援を行うものとする。 

 

（有効期限と見直し） 

第 13条 この協定の有効期限は協定締結の日から一年間とし、有効期限の１ヶ月前までに

甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場合には、引き続き１年間

更新されたものと見なし、以後も同様とする。 

 

（協議） 

第 14条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関する疑義については、甲乙協議の上

定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和４年１１月１日 

甲 千葉市中央区千葉港１番１号 

 千 葉 市 

                千葉市長 神 谷 俊 一 

 

乙 東京都千代田区富士見２丁目４番１１号 

  株式会社 JPF 

  代表取締役 渡 辺 俊 太 郎 


